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た。すなわち通常アメ リカの稲作 と日本の稲作 は規模の差と捉えられるが、
そのことは事実として も、その規模の差がどういう技術構造の差を もた らす
のかの検討が課題となるのである。
研 究 の 方法
主題に関する分析は農法論的方法を援用する。農法論は農法自体の もつ発
展の論理を究明する理論であって・農法の発展のメカニズムを支える支柱と
して 「地力維持体系 」と「雑草防除体系 」を基本に据えている。前者は作物
の生育 に関するものであり・後者は作物の生育を阻害する要因の除去に関す
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るものである。 しか し農法自体が1つ の生態系 として捉え られている段階で
はともか くとして、外給を通 じての諸条件の変化(化 学肥料、農薬、機械な
ど)が農法に大きく影響を及ぼすようになってきている近代においては、農
法 自体のもつ発展の論理はかなり大きく修正を伴 うものでなければな らない。
本論文では基本に農法論をふまえなが ら、日本の稲作 とアメ リカの稲作をそ
の発生史か ら捉え、その異質性について究明 した。




画であるが故にかなりの傾斜をもった土地であって も水利の得 られ る限りは
階段上の水田を作 ることによって水田を造成することができ、初期 には小河
川の流域、山間で造成され、用水に溶け込んでいる養分あるいは洪水 ・地す
べ りによる客土効果等を含めて草肥の外部か らの地力移転が 「地力維持体系 」
を構成 していた。また 「雑草防除体系 」としては移植法によって本田での稲
と雑草との生育のステージの差を利用する雑草防除を基本 とし、それに手取
除草を組合わせ、労働力多投(移 植、除草)に よる生産力の高い稲作を実現
したのであった。また一定の深さの作土の下は漏水を防止 して湛水 しやす く
し、代かきによって この機能を更に強化することも水田のもつ特性となしう
る。こうした水田稲作の最 もす ぐれた性格は連作障害を防止 して連作を可能
とした点にある。
アメ リカの稲作は畑地で行われる。 もっとも初期には沼沢地での稲作であ





日本 の稲作 とは基本的に目的が異なる。そ して当初水稲は比較的有利な作物
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補完であり、 「雑草防除体系 」は水田状態 と畑状態の くり返 しによる防除と




















































力利用を原型 として成立 した作業体系はやがて機械力利用に変わ り、作業精
度の向上、適期作業の実施によって収量増大に寄与するとともに、大幅な労

















審 査 結 果 の 要 旨
わが国の稲作は,昭和30年代の高度経済成長以降,食 料需要の多様化に伴う米の消費の減退 と
米生産の安定的増大の中で需給のバランスが崩れ,生 産制限が実施されるとともに,食糧管理法
による米価支持政策 もなし崩 し的に改変され,生 産者には低米価 消費者には高米価をお しつけ
ることになり,一方,貿 易自由化の圧力は農産物輸入問題をめぐって,保 護農政への批判が高ま
り,そ の矛盾が表面化し根本的見直 しを迫 られ,わ が国農政上最大の問題 となっている。
比較優位の原則にもとつく国際分業論はやや影をひそめたとはいえ,こ こ数年来,わ が国農業
の規模の零細性を止揚 し,企業的大規模経営を創設 し,高度の技術と知的集約度を以って高生産
性,低 コス トを実現し,稲作も輸出産業型に改造すべ しとの意見さえ出ている(NIRA報告)。
この提言の背景には,世界最大の規模 と生産性を誇るアメリカの農業がモデルになっており,
稲作生産においてもアメリカ式大規模機械化稲作を手本としているようである。





管理の下に,高 い土地生産性を追求す る農法であ り,機械化も部分的手労働を代替するにすぎず,
アメリカのようにはじめから,機械(馬 → トラクター)化 一貫体系を前提 とし,徹底的に労働生
産性を追求 した農法 と根本的に異なり,いたず らに規模拡大,機 械化がアメリカ型稲作と直結す
るといった短絡的思想に対 して,綿密な農法論的視野からこれを反論 している。その論理は説得
的であり,独創的であり,重大な危機 に立たされた現在の日本稲作(同 時に日本農業全体)問題
解決のための重要な手掛りを与え,農 業経営学研究面及び農業政策遂行面 に大きな貢献をなす も
のと考え られる。よって著者は農学博士の学位を授与する資格ありと判定した。
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